
議第 32 号 

附属機関の見直しに伴う関係条例の整理に関する条例について

附属機関の見直しに伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のとおり定める。 

令和２年２月 25 日提出 

下呂市長  服 部 秀 洋 

  提 案 理 由

市が設置する附属機関の委員会等の見直しに伴い、当該条例を制定し関係条例の一部

を改正するもの。 
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附属機関の見直しに伴う関係条例の整理に関する条例 

 （下呂市附属機関設置条例の一部改正） 

第１条 下呂市附属機関設置条例（平成16年下呂市条例第16号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係） 

附属機関の属す

る執行機関 
附属機関 所掌事務 

附属機関の属す

る執行機関 
附属機関 所掌事務 

市長 下呂市公の施

設指定管理者

選定委員会 

公の施設の指定管理者の候

補者の選定に当たって審査

し、及び指定管理者に関する

事項について調査審議する。

市長 下呂市地域福

祉計画策定委

員会 

市の総合的な地域福祉の推

進を図るための計画案を策

定する。 

下呂市財産活

用公募事業審

査委員会 

市有財産の有効活用につい

ての提案を審査する。 

下呂市老人ホ

ーム入所判定

委員会 

市長の諮問に応じ、老人ホー

ムへの入所判定について判

定を行う。 

下呂市地域福

祉計画策定委

員会 

市の総合的な地域福祉の推

進を図るための計画案を策

定する。 

下呂市予防接

種健康被害調

査委員会 

予防接種に関連して発生し

たと思われる事故について、

調査し適正な事故処理を図

る。 

下呂市地域福

祉計画推進協

議会 

地域福祉計画の進捗状況に

ついて評価し、市長に提言す

る。 

下呂市介護保

険事業計画策

定委員会 

市長の諮問に応じ、下呂市介

護保険事業計画を策定する。

下呂市障がい

者福祉計画、

障がい福祉計

画及び障がい

児福祉計画策

定委員会 

市の障がい者に係る総合的

な障がい者等福祉の推進を

図るための計画案を策定す

る。 

下呂市障がい

児保育審査委

員会 

市長の諮問に応じ、障がい児

の保育所の入園について審

査する。 

下呂市障がい

者自立支援協

議会 

障がい者の自立支援に係る

重要事項について調査審議

する。 

下呂市農業融

資制度推進会

議 

市長の諮問に応じ、農業融資

について必要な事項を審査

する。 

下呂市福祉有

償運送運営協

議会 

福祉有償運送の登録につい

て審査する。 

下呂市景観審

議会 

市長の諮問に応じ、良好な景

観の形成に関し必要な事項

を調査審議する。 

下呂市老人ホ

ーム入所判定

委員会 

市長の諮問に応じ、養護老人

ホームへの入所判定につい

て判定を行う。 

教育委員会の部 （略） 

下呂市介護保

険運営協議会 

市長の諮問に応じ、介護保険

事業の運営に関する重要事

項を審議する。 

下呂市介護保

険事業計画策

定委員会 

市長の諮問に応じ、下呂市介

護保険事業計画を策定する。

下呂市障がい

児保育審査委

員会 

市長の諮問に応じ、障がい児

の保育所の入園について審

査する。 

下呂市児童館

運営委員会 

児童館の運営等に関し必要

な事項を審議する。 
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改  正  後 改  正  前 

下呂市医療ビ

ジョン策定委

員会 

医療ビジョンの策定、検証、

見直し、その他必要と認める

事項を調査審議する。 

下呂市予防接

種健康被害調

査委員会 

予防接種に関連して発生し

たと思われる事故について、

調査し適正な事故処理を図

る。 

下呂市がん検

診事故調査委

員会 

がん検診に関連して発生し

たと思われる事故について、

調査し適正な事故処理を図

る。 

下呂市農業融

資制度推進会

議 

市長の諮問に応じ、農業融資

について必要な事項を審査

する。 

下呂市森林管

理委員会 

森林管理、整備及び林業・木

材産業振興に関する下呂市基

本方針への提言をする。

下呂市景観審

議会 

市長の諮問に応じ、良好な景

観の形成に関し必要な事項

を調査審議する。 

下呂市地域公

共交通会議 

地域の実情に即した輸送サ

ービスの実現に必要となる

事項等を協議する。

下呂市消防賞

じゅつ金等審

査委員会 

下呂市に勤務する消防吏員

及び消防団員に係る賞じゅ

つ金及び殉職者特別賞じゅ

つ金の授与について審査す

る。 

下呂市立金山

病院改革プラ

ン策定及び評

価委員会 

金山病院改革プランの策定

並びに実施状況について点

検及び評価を行う。 

教育委員会の部 （略） 

（下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成16年下呂市条例第44号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係） 

区分 報酬 

費用弁償 

区分 報酬 

費用弁償 

市内（１

日につ

き） 

市外 市内（１

日につ

き） 

市外 

教育委員会委員の項～期日前投票立会人

の項 （略） 

片道２

キロメ

ートル

以上の

場合は、

下呂市

職員等

の旅費

に関す

る条例

教育委員会委員の項～期日前投票立会人

の項 （略） 

片道２

キロメ

ートル

以上の

場合は、

下呂市

職員等

の旅費

に関す

る条例

総合計画審議会委員 日

額 

6,000円 介護保険認定審査会委員 日

額 

12,000

円

生活安全推進協議会委員 日 6,000円 認知症初期集中支援チー 日 12,000
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改  正  後 改  正  前 

額 １キロ

メート

ルにつ

き20円

とし、往

復で計

算する。

ただし、

１キロ

メート

ル未満

の端数

を生じ

た時は、

これを

切り上

げる。 

（平成

16年下

呂市条

例第51

号）にお

ける行

政職給

料表の

７級の

職務に

ある者

の旅費

の例に

よる。た

だし、内

国旅行

の旅費

のうち

日当、宿

泊料及

び食卓

料につ

いては、

同条例

別表第

１その

他の区

分を適

用する。

ム専門医 額 円 １キロ

メート

ルにつ

き20円

とし、往

復で計

算する。

ただし、

１キロ

メート

ル未満

の端数

を生じ

た時は、

これを

切り上

げる。 

（平成

16年下

呂市条

例第51

号）にお

ける行

政職給

料表の

７級の

職務に

ある者

の旅費

の例に

よる。た

だし、内

国旅行

の旅費

のうち

日当、宿

泊料及

び食卓

料につ

いては、

同条例

別表第

１その

他の区

分を適

用する。

防災会議委員 日

額 

6,000円 認知症初期集中支援チー

ム専門職 

日

額 

6,000円

交通安全対策会議委員 日

額 

6,000円 認知症初期集中支援チー

ム検討委員会委員 

日

額 

6,000円

国民保護協議会委員 日

額 

6,000円 障がい者自立支援審査会

委員 

日

額 

12,000

円

スポーツ推進審議会委員 日

額 

6,000円 特別職報酬等審議会委員 日

額 

6,000円

スポーツ推

進委員 

委員長 年

額 

120,000

円

功労者等表彰審議会委員 

副委員長及

び地区派遣

委員 

年

額 

100,000

円

公務災害補償等認定委員

会委員 

委員 年

額 

90,000

円

公務災害補償等審査委員

会委員 

社会教育委員会委員 日

額 

6,000円 情報公開審査会委員 

青少年育成推進員 日

額 

6,000円 個人情報保護審査会委員 

公民館運営審議会委員 日

額 

6,000円 行政不服審査会委員 

図書館協議会委員 日

額 

6,000円 生活安全推進委員会委員 

位山自然の家運営委員会

委員 

日

額 

6,000円 行政改革推進委員会委員 

行政改革推進委員会委員 日

額 

6,000円 明るい選挙推進協議会委

員 

情報公開審査会委員 日

額 

6,000円 総合計画審議会委員 

個人情報保護審査会委員 日

額 

6,000円 まちづくり条例策定委員

会委員 

行政不服審査会委員 日

額 

6,000円 自主運行バス運営協議会

委員 

功労者等表彰審議会委員 日

額 

6,000円 防災会議委員 

公務災害補償等認定委員

会委員 

日

額 

6,000円 国民保護協議会委員 

公務災害補償等審査会委

員 

日

額 

6,000円 交通安全対策会議委員 

特別職報酬等審議会委員 日

額 

6,000円 有線テレビ放送番組審議

会委員 

退職手当審査会委員 日

額 

6,000円 財産区管理委員 

公の施設指定管理者選定

委員会委員 

日

額 

6,000円 小口融資審査委員会委員 

財産活用公募事業審査委 日 6,000円 市営住宅入居者選考委員
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改  正  後 改  正  前 

員会委員 額 会委員 

国民健康保険運営協議会

委員 

日

額 

6,000円 上下水道運営委員会委員 

市税等徴収指導員 日

額 

15,000

円

森林整備推進指導員 

地域福祉計画策定委員会

委員 

日

額 

6,000円 都市計画審議会委員 

地域福祉計画推進協議会

委員 

日

額 

6,000円 景観審議会委員 

障がい者福祉計画、障がい

福祉計画及び障がい児福

祉計画策定委員会委員 

日

額 

6,000円 農業振興地域整備促進協

議会委員 

障がい者自立支援協議会

委員 

日

額 

6,000円 商工観光振興協議会委員 

障がい者自立支援審査会

委員 

日

額 

12,000

円

国民健康保険運営協議会

委員 

福祉有償運送運営協議会

委員 

日

額 

6,000円 適正受診訪問指導嘱託員 

民生委員推薦会委員 日

額 

6,000円 民生委員推薦会委員 

特別障がい者手当嘱託医 月

額 

14,000

円

地域福祉計画策定委員会

委員 

生活保護嘱託医 月

額 

56,000

円

地域福祉計画推進協議会

委員 

老人ホーム入所判定委員

会委員 

日

額 

6,000円 次世代育成支援対策協議

会委員 

介護保険運営協議会委員 日

額 

6,000円 下呂市子ども・子育て会議

委員 

介護保険認定審査会委員 日

額 

12,000

円

老人ホーム入所判定委員

会委員 

介護保険事業計画策定委

員会委員 

日

額 

6,000円 予防接種健康被害調査委

員会委員 

子ども・子育て会議委員 日

額 

6,000円 介護保険事業計画策定委

員会委員 

障がい児保育審査委員会

委員 

日

額 

6,000円 健康づくり推進協議会委

員 

児童館運営委員会委員 日

額 

6,000円 障がい児保育審査委員会

委員 

保育所嘱託医師 年

額 

20万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

廃棄物減量等推進審議会

委員 

保育所嘱託歯科医師 年

額 

20万円

の範囲

内で市

長が定

一般廃棄物処理計画策定

委員会委員 
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改  正  後 改  正  前 

める額 

健康づくり推進協議会委

員 

日

額 

6,000円 環境審議会委員 

医療ビジョン策定委員会

委員 

日

額 

6,000円 学校給食センター運営委

員会委員 

予防接種健康被害調査委

員会委員 

日

額 

6,000円 障がい児教育支援委員会

委員 

がん検診事故調査委員会

委員 

日

額 

6,000円 社会教育委員会委員 

農業振興地域整備促進協

議会委員 

日

額 

6,000円 青少年育成推進員 

鳥獣被害対策実施隊員 年

額 

１万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

公民館運営審議会委員 

森林管理委員会委員 日

額 

6,000円 位山自然の家運営委員会

委員 

小口融資審査委員会委員 日

額 

6,000円 スポーツ推進審議会委員 

観光商工振興協議会委員 日

額 

6,000円 文化財審議会委員 

都市計画審議会委員 日

額 

6,000円 郷土誌編集審議会委員 

景観審議会委員 日

額 

6,000円 図書館協議会委員 

空家等対策協議会委員 日

額 

6,000円 児童館運営委員会委員 

上下水道運営委員会委員 日

額 

6,000円 森林管理委員会委員 

有線テレビ放送番組審議

会委員 

日

額 

6,000円 退職手当審査会委員 

地域公共交

通会議委員

学識経験者 日

額 

18,000

円

空家等対策協議会委員 

その他の委

員 

日

額 

6,000円 スポーツ

推進委員 

委員長 年

額 

120,000

円

廃棄物減量等推進審議会

委員 

日

額 

6,000円 副委員長及び

地区派遣委員 

年

額 

100,000

円

環境審議会委員 日

額 

6,000円 委員 年

額 

90,000

円

財産区管理委員 日

額 

6,000円 介護認定調査員 月

額 

150,000

円

市長がその都度予

算の範囲内で任命

権者と協議して定

める額

下呂市立金山病院改革プ

ラン策定及び評価委員会

委員 

日

額 

6,000円 介護支援専門員 月

額 

150,000

円

学校運営協議会委員 年

額 

5,000円 地域おこし協力隊員 月

額 

166,000

円
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改  正  後 改  正  前 

学校給食センター運営委

員会委員 

日

額 

6,000円 下呂市立金山病院顧問 月

額 

150万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

文化財審議会委員 日

額 

6,000円 保育所嘱託医師 年

額 

20万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

障がい児教育支援委員会

委員 

日

額 

6,000円 保育所嘱託歯科医師 年

額 

20万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

学校医 年

額 

20万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

運転業務嘱託員 月

額 

150,000

円

学校歯科医 年

額 

20万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

市税等徴収指導員 日

額 

15,000

円

学校薬剤師 年

額 

20万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

教育

専門

員 

教育相談員 日

額 

6,000円

教育指導員 月

額 

15万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

外国語指導助手 月

額 

33万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

海外派遣日本語指

導員 

月

額 

25万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

国際交流員 月

額 

35万円

の範囲
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改  正  後 改  正  前 

内で市

長が定

める額 

郷土館長 月

額 

6,700円

公民館長 月

額 

21千円

の範囲

内で市

長が定

める額 

公民館主事 月

額 

11万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

鳥獣被害対策実施隊員 年

額 

１万円

の範囲

内で市

長が定

める額 

市営住宅監理員 年

額 

312,000

円

安心安全専門員 月

額 

200,000

円

地方自治法第174条に定め

る専門委員並びに地方公

務員法（昭和25年法律第

261号）第３条第３項第２

号、第３号及び第３号の２

に該当する職にある者の

うち、前各号に該当しない

もの 

市長がその都

度予算の範囲

内で任命権者

と協議して定

める額 

地方自治法第174条に定め

る専門委員並びに地方公

務員法（昭和25年法律第

261号）第３条第３項第２

号及び第３号に該当する

職にある者のうち、前各号

に該当しないもの 

市長がその都

度予算の範囲

内で任命権者

と協議して定

める額 
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 （下呂市公民館条例の一部改正） 

第３条 下呂市公民館条例（平成16年下呂市条例第160号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（館長及び職員） （館長及び職員） 

第５条 公民館に館長を置き主事その他必要な

職員を置くことができる。 

第５条 公民館に館長を置き主事その他必要な

職員を置くことができる。 

２ 前項の職員は、非常勤とすることができる

ものとし、その場合の任期は２年とする。 

（下呂市金山郷土館条例の一部改正） 

第４条 下呂市金山郷土館条例（平成16年下呂市条例第173号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（館長等） （館長その他の職員） 

第７条 郷土館に館長を置き、その他必要な職

員を置くことができる。 

第７条 郷土館に館長を置き、教育委員会が市

長の意見を聞いて任命する。 

２ 館長は、館務を管掌し、所属職員を監督し

て郷土館の任務の達成に努める。 

３ 郷土館に職員（学芸員補、その他職員）を

置くことができる。 

４ 館長及び職員は、非常勤とすることができ

るものとし、この場合の任期は、２年とする。

（下呂市景観条例の一部改正） 

第５条 下呂市景観条例（平成19年下呂市条例第36号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（設置） 

第26条 （略） 

２ 景観アドバイザーについて必要な事項は、 

規則で定める。 

（設置） 

第26条 （略） 

（委嘱等） 

第27条 削除 第27条 景観アドバイザーは、良好な景観の形

成に関して専門的知識及び経験を有する者の

うちから、市長が委嘱する。 
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改  正  後 改  正  前 

２ 景観アドバイザーの任期は、２年とし、再

任することができる。 

３ 前各項に定めるもののほか、景観アドバイ

ザーの運用に関し必要な事項は、規則で定め 

 る。 

（組織等） （組織等） 

第29条 （略） 第29条 （略） 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱又は任命する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱又は任命する。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 景観アドバイザー 

(５) （略） (６) （略） 

３～５ (略) ３～５ （略） 

 （下呂市介護保険法に基づく指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部改正） 

第６条 下呂市介護保険法に基づく指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例（平成26年下呂市条

例第39号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第13条 指定介護予防支援事業者は、法第115条

の23第３項の規定により指定介護予防支援の

一部を委託する場合には、次に掲げる事項を

遵守しなければならない。 

第13条 指定介護予防支援事業者は、法第115条

の23第３項の規定により指定介護予防支援の

一部を委託する場合には、次に掲げる事項を

遵守しなければならない。 

(１) 委託に当たっては、中立性及び公正性

の確保を図るため、介護保険運営協議会（下

呂市介護保険法に基づき地域包括支援セン

ターの設置者が遵守すべき基準に関する条

例（平成26年下呂市条例第43号）第２条第

２項に規定する介護保険運営協議会をい

(１) 委託に当たっては、中立性及び公正性

の確保を図るため、地域包括支援センター

運営協議会（下呂市介護保険法に基づき地

域包括支援センターの設置者が遵守すべき

基準に関する条例（平成26年下呂市条例第

43号）第２条第２項に規定する地域包括支
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改  正  後 改  正  前 

う。）の議を経なければならないこと。 援センター運営協議会をいう。）の議を経

なければならないこと。 

(２)～(４) （略） (２)～(４) （略） 

 （下呂市介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵守すべき基準に関する条例の一

部改正） 

第７条 下呂市介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵守すべき基準に関する条例

（平成26年下呂市条例第43号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（職員に係る基準及び当該職員の員数） （職員に係る基準及び当該職員の員数） 

第２条 地域包括支援センターには、次に掲げ

る者を専らその職務に従事する常勤の職員と

して置かなければならず、その員数は、次の

各号に掲げる者の区分に応じ地域包括支援セ

ンターが担当する区域における第１号被保険

者の数がおおむね3,000人以上6,000人未満ご

とにそれぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 地域包括支援センターには、次に掲げ

る者を専らその職務に従事する常勤の職員と

して置かなければならず、その員数は、次の

各号に掲げる者の区分に応じ地域包括支援セ

ンターが担当する区域における第一号被保険

者の数がおおむね3,000人以上6,000人未満ご

とにそれぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その

他の条件を勘案して特定の生活圏域に１の地

域包括支援センターを設置することが必要で

あると介護保険運営協議会（指定居宅サービ

ス事業者等（法第22条第３項に規定する指定

居宅サービス事業者等をいう。）又はこれら

の者に係る団体の代表者、居宅サービス等の

利用者又は第１号被保険者若しくは第２号被

保険者の代表者、地域住民の権利擁護を行い、

又は相談に応ずる団体等の代表者、地域にお

ける保健、医療又は福祉に関する学識経験を

有する者等のうち、地域の実情を勘案して市

が適当と認める者により構成されるものをい

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その

他の条件を勘案して特定の生活圏域に１の地

域包括支援センターを設置することが必要で

あると地域包括支援センター運営協議会（指

定居宅サービス事業者等（法第22条第３項に

規定する指定居宅サービス事業者等をいう。）

又はこれらの者に係る団体の代表者、居宅サ

ービス等の利用者又は第一号被保険者若しく

は第二号被保険者の代表者、地域住民の権利

擁護を行い、又は相談に応ずる団体等の代表

者、地域における保健、医療又は福祉に関す

る学識経験を有する者等のうち、地域の実情

を勘案して市が適当と認める者により構成さ
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改  正  後 改  正  前 

う。以下同じ。）において認められた場合に

は、地域包括支援センターに置くべき職員及

びその員数は、次の表の左欄に掲げる担当す

る区域における第１号被保険者の数に応じ、

それぞれ同表の右欄に定める者及び員数とす

ることができる。 

れるものをいう。以下同じ。）において認め

られた場合には、地域包括支援センターに置

くべき職員及びその員数は、次の表の左欄に

掲げる担当する区域における第一号被保険者

の数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める者

及び員数とすることができる。 

おおむね1,000人未満の項～おおむね

2,000人以上3,000人未満の項 （略） 

おおむね1,000人未満の項～おおむね

2,000人以上3,000人未満の項 （略） 

（その他の事項に係る基準） （その他の事項に係る基準） 

第３条 地域包括支援センターの職員に係る基

準及び当該職員の員数以外の事項は、次に定

めるところによる。 

第３条 地域包括支援センターの職員に係る基

準及び当該職員の員数以外の事項は、次に定

めるところによる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 地域包括支援センターは、介護保険運

営協議会の意見を踏まえて、適切、公正か

つ中立な運営を確保すること。 

(２) 地域包括支援センターは、地域包括支

援センター運営協議会の意見を踏まえて、

適切、公正かつ中立な運営を確保すること。

 （下呂市まちづくり条例策定委員会設置条例の廃止） 

第８条 下呂市まちづくり条例策定委員会設置条例（平成18年下呂市条例第62号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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                        【参考資料】 

附属機関の見直しに伴う関係条例の整理に関する条例要綱 

１．制定理由 

  市が設置する附属機関の委員会等の見直しに伴い、当該条例を制定し関係条例の一

部を改正するものです。 

２．概要 

(１) 下呂市附属機関設置条例の一部改正（第１条による改正） 

  見直しに伴い、附属機関と判定された委員会等を当該条例に規定します。 

（別表関係） 

(２) 下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正（第２

条による改正） 

   附属機関の委員等には当該条例の規定により報酬を支払う必要があるため、新た

に報酬を支払うこととなる委員等を追加するとともに、廃止された委員等を削除し

ます。 

（別表関係） 

(３) 下呂市公民館条例の一部改正（第３条による改正） 

  公民館館長を非常勤特別職職員から除外します。 

（第５条関係） 

(４) 下呂市金山郷土館条例の一部改正（第４条による改正） 

 金山郷土館長を非常勤特別職職員から除外します。 

（第７条関係） 

(５) 下呂市景観条例の一部改正（第５条による改正） 

 景観アドバイザーを非常勤特別職職員から除外します。 

（第 26 条、第 27 条及び第 29 条関係） 

(６) 下呂市介護保険法に基づく指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に

関する条例の一部改正（第６条による改正） 

  附属機関の見直しの中で名称が変更となった委員会の名称を改めます。 
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（第 13 条関係） 

(７) 下呂市介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵守すべき基準に

関する条例の一部改正（第７条による改正） 

   附属機関の見直しの中で名称が変更となった委員会の名称を改めます。合わせて 

語句の修正を行います。 

（第２条及び第３条関係） 

(８) 下呂市まちづくり条例策定委員会設置条例の廃止（第８条による改正） 

活動を行っていない、まちづくり条例策定委員会を廃止するため、当該条例を廃

止します。 

（本則関係） 

(９) この条例は、令和２年４月１日から施行します。 

（附則関係） 
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